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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）




第６回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
【第1問】問題用紙（20点）
 下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるも のを選び、記号で解答すること。
１．当社は2月１日、米国のMakihara製作所に商品4,800ドルを発注し、960ドルを手付金として普通預金口座から送金した。3月1日、当該商品を受け取り、手付金を除く残りの代金は掛けとして適切に処理した。3月31日、本日決算にあたり外貨建金銭債権債務について必要な処理を行う。なお、直物為替相場は2月1日が1ドル140円、3月1日が1ドル134円、3月31日が1ドル136円であった。
ア．為替差損益 イ．仕入　ウ．買掛金 エ．商品 オ．前払金 カ．普通預金 キ．当座預金 

２．学習塾を営む西本学習会は、２泊３日の合宿ツアーを実施し、合宿費用（宿泊代、交通費、添乗員への報酬等）￥880,000を、小切手を振り出して支払った。なお、当該合宿ツアーについては参加者40名から既に合宿代金の合計￥2,040,000が普通預金に振り込まれている。 
ア．役務原価 イ．旅費交通費 ウ．役務収益 エ．契約負債 オ．契約資産 カ．普通預金 キ．当座預金

３．×８年３月31日、決算日につき、有価証券に関する事項の処理を行う。売買を目的として保有するX社株式の帳簿価額は￥1,824,000、時価は￥1,728,000であった。また、長期利殖を目的として保有するY社株式の取得価額は￥1,800,000、時価は￥1,872,000であった。その他有価証券の評価差額は全部純資産直入法により処理し、税効果会計は適用しない。 
ア．有価証券売却損 イ．有価証券評価損 ウ．有価証券売却益 エ．その他有価証券評価差額金
　オ．その他有価証券 カ．売買目的有価証券 キ．有価証券評価益 

４．かねて得意先振出しの額面 ￥1,200,000の約束手形を取引銀行で割り引いていたが、当該手形が満期日に支払拒絶となり、取引銀行から償還請求を受けた。そこで、手形の額面金額に満期日以後の延滞利息￥1,800 と償還請求にともなうその他の費用￥1,200を加えた金額について小切手を振り出して取引銀行に支払うとともに、取引銀行に小切手で支払った金額すべてを手形の振出人である得意先に対して償還請求した。
 ア．当座預金 イ．受取手形 ウ．売掛金 エ．仮払金 オ．不渡手形
 カ．支払利息 キ．支払手数料 ク．手形売却損 

５．事務所の増設工事が完了し、あらかじめ普通預金から支払っていた￥15,000,000を除いた残額を普通預金 から支払い、引き渡しを受けた。工事の明細によれば、建物￥18,000,000、構築物￥4,500,000、修繕費￥1,950,000 となっている。なお、修繕引当金の残高が￥1,350,000ある。 
ア．当座預金 イ．普通預金 ウ．建物 エ．構築物 オ．建設仮勘定 カ．修繕引当金 キ．修繕費







[bookmark: _Hlk214968220]
[bookmark: _Hlk214969798]【第2問】問題用紙（20点）
　次の[資料Ⅰ]および[資料Ⅱ]にもとづいて、答案用紙の連結1年度（×1年4月1日から×2年3月31日まで）における連結貸借対照表および連結損益計算書を完成しなさい。P社、S社ともに決算日は3月31日である。なお、税金や税効果会計は考えないものとする。
[資料Ⅰ]連結1年度（×1年4月1日から×2年3月31日まで）の個別財務諸表
貸　借　対　照　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×2年3月31日　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	資　産
	P　社
	S　社
	負債及び純資産
	P　社
	S　社

	現金預金
	6,107,400
	2,681,100
	買掛金
	2,835,000
	1,787,400

	売掛金
	2,808,000
	1,836,000
	未払費用
	10,800
	5,400

	貸倒引当金
	△28,080
	△12,690
	長期借入金
	1,107,000
	648,000

	商品
	1,530,900
	1,179,900
	資本金
	5,400,000
	1,890,000

	未収収益
	17,280
	7,290
	資本剰余金
	3,024,000
	972,000

	土地
	3,294,000
	342,000
	利益剰余金
	1,791,900
	1,414,800

	Ｓ社株式
	3,375,000
	－
	
	
	

	長期貸付金
	648,000
	－
	
	
	

	
	17,752,500
	6,717,600
	
	17,752,500
	6,717,600


損　益　計　算　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　×1年4月1日～×2年3月31日　　　　　　　　　　（単位：千円）
	費　用
	P　社
	S　社
	収　益
	P　社
	S　社

	売上原価
	10,503,000
	4,482,000
	売上高
	15,298,200
	5,918,400

	販売費及び一般管理費
	2,619,000
	1,309,500
	営業外収益
	81,000
	270,000

	営業外費用
	675,000
	324,000
	特別利益
	37,800
	210,600

	特別損失
	54,000
	13,500
	
	
	

	当期純利益
	1,566,000
	270,000
	
	
	

	
	15,417,000
	15,417,000
	
	15,417,000
	15,417,000


[資料Ⅱ]連結に関する事項
１．P社は×1年3月31日にＳ社の発行済株式総数の70％の株式を3,375,000千円で取得して支配を獲得し、
　Ｓ社を連結子会社とした。×1年3月31日におけるＳ社の純資産項目は、資本金1,890,000千円、資本剰余金
　972,000千円および利益剰余金1,188,000千円であった。
２．のれんは、支配獲得時の翌年度から10年間にわたり定額法により償却を行う。なお、のれんに償却に係る費用は「販売費及び一般管理費」として計上する。
３．S社の連結1年度において、利益剰余金を財源として43,200千円の配当が行われた。なお、P社の配当の受取に係る収益は「営業外収益」として計上している。
４．連結1年度において、S社はP社に対して商品を販売しており、S社の売上高にはP社に対するものが947,700千円含まれている。なお、P社の期末商品にはS社からの仕入額が140,400千円含まれており、S社がP社に対して商品を販売する際、仕入原価に20％の利益を付加している。
５．連結1年度末におけるS社の売掛金のうち189,000千円はP社に対するものである。なお、S社はP社への売上債権に対する貸倒引当金を設定していない。
６．P社は×1年12月1日にS社へ648,000千円の貸付け（利率年１％、利払日は11月末日、期間3年）を行っている。なお、利息の計算は月額計算により行われており、P社・S社とも利息収益または費用は「営業外収益」または「営業外費用」として計上している。また貸付金に対する貸倒引当金を設定していない。
７．Ｐ社は×2年1月15日にＳ社へ土地（帳簿価額329,400千円）を342,000千円で売却しており、代金の決済は決
[bookmark: _Hlk214968252]算日までに終了している。また、Ｓ社は決算日現在、当該土地を保有している。土地の売却に係る収益または費用は「特別利益」または「特別損失」として計上している。

【第3問】問題用紙（20点）
　次の盛岡商事株式会社（会計期間は×４年4月1日から×5年3月31日までの1年間）の [資料] にもとづい
て、答案用紙の損益計算書を完成させなさい。なお、指示があるものについては、法人税等の実効税率を40％と
して税効果会計を適用すること。
［資料１］決算整理前残高試算表　　　　　　　　　　［資料２］未処理事項
１．当社は売上の計上基準に検収基準を採用している。か　　　　　　決算整理前残高試算表
　　　　　　　　×５年3月31日　　　　（単位：円）
借　方
勘  定  科  目
貸　方
6,669,000
現金預金
　
2,160,000
電子記録債権
　
3,465,000
売掛金
　
2,250,000
売買目的有価証券

1,080,000
繰越商品

1,350,000　　　　
仮払法人税等

13,500,000
建物

3,600,000
備品
　
2,250,000
長期貸付金
　
？
満期保有目的債券

567,000
繰延税金資産


電子記録債務
2,700,000
　
買掛金
3,492,000

長期未払金
1,800,000
　
貸倒引当金
45,000

商品保証引当金
90,000

建物減価償却累計額
6,041,250
　
備品減価償却累計額
1,518,750
　
資本金
  15,750,000
　
資本準備金
675,000
　
利益準備金
450,000
　
繰越利益剰余金
634,500
　
売上
45,000,000

受取利息
13,500

有価証券利息
？

固定資産売却益
40,500
29,475,000
仕入
　
4,369,500
給料
　
1,984,500
広告宣伝費

2,430,000
保険料

990,000
減価償却費

78,277,500
　
78,277,500


 ねて発送していた商品¥900,000の検収が完了した旨の連        _絡を得意先より受けていたが未記帳であった。代金は翌月_末に普通預金口座に振込予定である。
２．電子記録債権¥225,000を取引銀行に売却し、売却手数
_料¥9,000が差し引かれた残額が当座預金口座に振り込ま_れていた　_が未処理である。
[資料3] 決算整理事項
１．商品の期末棚卸高(上記の検収完了分は含まない)は次　
_のとおりである。商品評価損は売上原価の内訳科目として
_処理する。
　　帳簿棚卸数量400個 帳簿価額(原価) @¥3,375
  　実地棚卸数量380個 正味売却価額  @¥3,150
２．電子記録債権および売掛金の期末残高に対して差額補
_充法により２%の貸倒れを見積もる。
３．長期貸付金の期末残高に対して5%の貸倒れを見積も
_る。当該貸付金はすべて当期に生じたものであり、前期ま　
_に資金の貸し付けは行っていない。
４．建物は定額法(耐用年数30年、残存価額は取得原価の_10%)、備品は200%定率法(耐用年数8年、残存価額はゼ_ロ)により減価償却を行う。
_なお、減価償却費は、概算額で建物¥33,750、備品 ¥56,250
_を4月から2月までの月次決算で各月に計上してきてお
_り、決算月も同様の処理を行う。
５．建物について税法上の耐用年数が40年であり、減価 
_償却費のうち税法上の償却額を超過した¥101,250は、損_‗金不算入となったため税効果会計の処理を行う。
６．売買目的有価証券の期末時価は¥2,358,000である。
７．满期保有目的債券(年利1.2%、利払日は3月末と9月_末の年2回、償還期間5年)は、当期首に額面総額
_¥2,250,000を発行と同時に額面¥100につき¥95で購入し_たものであり、取得原価と額面金額との差額はすべて金利
_調整差額と認められるため、償却原価法 (定額法)を適用
_する。なお、期末時価は¥2,164,500である。
８．保険料は毎期同額を10月1日に向こう1年分として
_支払っているものである。
９．前期に販売した商品の保証期限が経過したため、洗替
_法により商品保証引当金の残高¥90,000を取り崩すとと
_もに、当期に販売した商品の保証費用を¥135,000と見積_‗もり、新たに商品保証引当金を設定する。
10．課税所得¥7,553,250の40%を法人税、住民税及び事業 
__税に計上する。　

＿工　業　簿　記＿
【第4問】問題用紙（28 点）
⑴ （12点）
　下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、設問ごとに最も適当と思われるものを選び、
答案用紙の（ ）の中に記号で解答すること。
1．直接作業時間基準により、当月の実際直接作業時間（75時間）にもとづき、製造間接費を製造指図書
に予定配賦した。なお、当工場の年間の製造間接費予算は 1,920,000円、年間の予定直接作業時間は960
時間である。
ア．材料 イ．仕掛品 ウ．製品 エ．未払賃金 オ．賃金・給料 カ．製造間接費 キ．材料副費
2．当月の製造間接費の実際発生額を集計したところ 164,000円であった。1．で求めた製造間接費予
定配賦額との差額を予算差異勘定と操業度差異勘定に振り替える。
 　ア．材料 イ．仕掛品 ウ．製品 エ．賃金・給料 オ．製造間接費 カ．予算差異 キ．操業度差異 
3．素材 400kg（購入代価 1,000 円／kg）、買入部品 1,600 個（購入代価 150 円／個）、工場消耗品 32,000
円（購入代価）を掛けで購入した。なお、材料関連の引取運賃は、運送会社より月末にまとめて請求書
が到着し、現金で支払いをしている。そのため引取費用については、購入代価の10％を材料副費として予定配賦している。当社の当月の材料関連の購入は以上であった。
 　ア．現金 イ．材料 ウ．仕掛品 エ．買掛金 オ．材料副費 カ．製造間接費 キ．材料副費配賦差異 
 
（2）（16 点）
   当工場では、実際個別原価計算を行っている。以下のデータにもとづいて、５月の仕掛品勘定・製品勘定を作成しなさい。　　　　　　    ４月末時点の原価計算表　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	製造指図書№
	製造着手日
	完成日
	引渡日
	直接材料費
	直接労務費
	製造間接費

	＃１０１
	4/20
	4/30
	－
	2,940,000
	3,540,000
	各自推定

	＃２０１
	4/29
	－
	－
	3,780,000
	　600,000
	



５月末時点の原価計算表　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	製造指図書№
	製造着手日
	完成日
	引渡日
	直接材料費
	直接労務費
	製造間接費

	＃１０１
	4/20
	4/30
	5/2
	2,940,000
	3,540,000
	各自推定

	＃２０１
	4/29
	5/20
	5/22
	3,780,000
	3,360,000
	

	＃２０１－２
	5/6
	5/11
	－
	　168,000
	　120,000
	

	＃３０１
	5/10
	5/30
	－
	2,520,000
	3,000,000
	

	＃４０１
	5/18
	－
	－
	3,360,000
	1,680,000
	


No.202-2 は、一部仕損となった No.201 を補修するために発行した補修指図書であり、仕損は正常なものであった。
直接労務費は、直接工の 1 時間あたりの実際賃率 6,000 円に直接作業時間を乗じて計算している。なお、実際賃率は ４月・５月ともに同額であった。製造間接費は、直接作業時間を配賦基準として各製造指図書に予定配賦している。製造間接費予算額（年間）は 144,000,000 円、正常直接作業時間（年間）は 36,000 時間である。また、５月の製造間接費実際発生額は 10,000,000 円であった。



【第5問】問題用紙（12 点）
　 製品甲（１個あたりの販売価格：750円）を生産・販売している当社では、月間生産量 12,000 個の 80％から 
120％までを正常操業圏としており、過去 1 年間の生産・販売量および総原価に関する実績は以下のとおりである。
 生産・販売量 　　総 原 価　　　　　　　　  生産・販売量 　   　総 原 価 
4 月 　 10,000  個  　5,728,200 円 　　　　 10 月　 　13,000 個 　　　6,179,400円
 5 月　　12,200 個　   6,115,200 円　　　 　 11 月　　 14,600個       6,456,800 円
 6 月 　  9,800 個 　  5,670,000 円　　　    12 月　　 13,200 個       6,209,600 円 
7 月    10,800 個     5,896,600 円　　　　 　1 月 　　11,600 個       5,967,800 円
 8 月    12,000 個     6,053,000 円 　　　　  2 月      9,400 個       5,624,800 円 
9 月    14,400 個     6,360,000 円　　　　　 3 月     10,200 個       5,784,400 円 

問 1 正常操業圏における売上高の最高額と最低額を計算しなさい。
問 2 上記の実績にもとづいて、高低点法による製品甲の総原価の原価分解を行い、製品 1 個あたりの変動
費と月間固定費を計算しなさい。
問 3 原価分解の結果を利用し、月間損益分岐点売上高を計算しなさい。 
問 4 売上高営業利益率 24.0％を達成するために必要な月間目標販売量を計算しなさい。
